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令和４年度 事業計画書 
社会福祉法人 つるぎ町社会福祉協議会 

社協の基本方針 

使 命 

地域福祉を推進する中核的な団体として、地域住民及び福祉組織・関係者の協働により地域

生活課題の解決に取り組み、誰もが支え合いながら安心して暮らすことができる「ともに生

きる豊かな地域社会」づくりを推進することを使命とする。 

経営理念 

使命を達成するために、以下の経営理念に基づき事業を展開する。 

① 地域住民を主体とした「ともに生きる豊かな地域社会」の実現 

② 誰もが人格と個性が尊重され、その人らしい生活を送ることができる福祉サービスの実現 

③ 地域住民及び福祉組織・関係者の協働による包括的な支援体制の構築 

④ 地域生活課題に基づく先駆的・開拓的なサービス・活動の創出 

⑤ 持続可能で責任ある自律した組織経営 

基本方針 

「地域住民」「社会福祉を目的とする事業を経営する者」「社会福祉に関する活動を行う者」が

参加する公益性の高い非営利・民間の福祉団体として、上記の経営理念に基づき以下の基本

方針により経営を行う。 

① 地域に開かれた組織として、経営の透明性と中立性、公正さの確保を図るとともに、 

情報公開や説明責任を果たし、地域社会の支持・信頼を得られるよう、積極的な情報 

発信を図る。 

② 事業の展開にあたって、「連携・協働の場」（プラットフォーム）としての役割を十分 

に発揮し、地域住民や関係機関・団体等、あらゆる関係者の参加と協働を徹底する。 

③ 事業の効果測定やコスト把握等の事業評価を適切に行い、効果的で効率的な自律した 

経営を行う。 

④ すべての役職員は、高潔な倫理を保持し、法令を遵守する。 

行動規範 

社協職員、社会福祉専門職として社会的役割を果たすために、以下を実践の拠り所とする。 

・社協職員行動原則 ― 私たちがめざす職員像 ―（2011.5 全国社会福祉協議会） 

・ソーシャルワーカーの倫理綱領（2005.1 社会福祉専門職団体協議会） 

・全国ホームヘルパー協議会倫理綱領（2004.5 全国ホームヘルパー協議会） 
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現状と課題 
 

① 人口 8,236 人 ⑩ 民協区数 1 民協区 

② 外国人登録者数 33 人 
⑪ 

民生委員児童委員数 

(主任児童委員数) 

48 人 

③ 世帯数 4,056 世帯 3 人 

④ 

65 歳以上人口 3,841 人 ⑫ 保健師数 7 人 

（高齢化率） 46.64 ％ 
⑬ 

身体障がい者手帳 

保持者数 
608 人 

 
65～74 歳 1,679 人 

75 歳～ 2,162 人 ⑭ 療育手帳所持者数 150 人 

⑤ ひとり暮らし高齢者数 1,282 人 
⑮ 

精神障がい者保健 

福祉手帳保持者数 
64 人 

⑥ 

介

護

保

険 

要介護度５ 71 人 

要介護度４ 155 人 ⑯ 母子世帯数 75 世帯 

要介護度３ 150 人 ⑰ 父子世帯数 18 世帯 

要介護度２ 161 人 
⑱ 

生活福祉資金 

貸付事業 

15 件 

要介護度１ 97 人 8,864,087 円 

要支援２ 197 人 ⑲ 日常生活自立支援事業 7 人利用 

要支援１ 111 人 ⑳ 生活保護受給世帯数 141 世帯 

⑦ 町内(自治)会数 196 団体 ㉑ 被保護人員 181 人 

⑧ 小学校区数 3 区 ㉒ 生活保護率 23.99 ‰ 

⑨ 中学校区数 2 区  

（令和 3 年 10 月 1 日 現在） 

 

依然として生活に大きな影響を及ぼしている新型コロナウイルス感染症は、２年を経過した

今も収束するどころか拡大を続けている。徳島県では、令和 4 年に入って感染が急拡大して

おり、累計 10,000 人超の陽性者が確認されるに至った。つるぎ町も例外ではなく 50 人超の

陽性者が確認されている。 

このような状況の中、マスク着用や手指消毒、換気など、基本的な感染予防対策を継続して 

いくとともに、今後も事業の実施、会議やイベントの開催等にあたっては、感染状況の動向を

注視しながら、感染対策を講じた上で進めてまいります。 
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部門の使命「法人全体の管理・他の部門が事業を遂行しやすい環境をつくる」 

適切な法人運営と効率的な事業経営を行うための業務を担当し、財務、労務管理をはじめ、 

組織全体にかかわる企画・調整を行う。 

重点目標 

これまで実施してきた新型コロナウィルスの感染予防対策を継続して実施する。 

また、昨年度策定に至らなかった事業継続計画（BCP）の策定を進める。 

 

★印は重点事項 

組織管理 

１ 会員の募集 

２ 理事会の開催 

３ 評議員会の開催 

４ 評議員選任・解任委員会の運営 

５ 福祉サービスに関する苦情解決 

６ 個人情報保護に対しての対応 

★７ 新型コロナウィルス感染症の予防対策 

職員のマスク着用や手指消毒の徹底、相談室や受付にアクリルパネルを設置する等、

感染予防対策を実施する。 

労務管理 

１ 役職員の研修 

２ 職員の適正配置 

３ 職員福利厚生等の充実 

４ 職員間の情報共有 

５ 労働環境の改善 

法人経営部門 
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財務管理 

１ 会計処理 

２ 監査の実施 

３ 備品及び固定資産の管理 

４ 団体の会計処理 

企画・調整 

１ 社会福祉大会の開催（10 月下旬 開催予定） 

２ 全町一斉河川・道路清掃（7 月第 1 日曜日 開催予定） 

３ 社会福祉基金事業の在り方について検討 

４ 発展・強化計画の進捗管理 

★５ 事業継続計画（BCP）の策定 

豪雨や地震、いまだ猛威を振るう感染症も含めた災害等が発生したとき、どのように

対応して事業を継続していくのか検討し、策定する。 

広 報 

１ 町広報誌等を活用した情報提供 

２ ホームページによる広報 

３ 一般・特別会員への報告・周知 

福祉関係団体への支援及び協力 

１ 手をつなぐ育成会 

２ 共同募金委員会 

３ 身体障がい者会 

４ 遺族会一宇支部 

５ 献血活動への協力 

６ 関係機関との連携・協働 
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部門の使命「地域を基盤としたソーシャルワークを行うこと」 

地域には、多様な価値観と相まって様々な生活課題が存在しているが、地域福祉の中核とし

て、その解決に向けて行政や関係機関、地域住民やボランティア等と連携し、地域に暮らす 

人たちが共に支えあう地域づくりを支援し、地域福祉の基盤整備をする。また、地域住民の 

あらゆる生活課題を深刻化する前に早期発見し、人々の尊厳を守り、必要な支援を受けなが

らその人らしく、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域共生社会の実現を目指す 

ことを使命とする。 

重点目標 

各種行事や活動が実施されないことにより、過疎高齢化と相まって、ますます人間関係が希

薄化し地域の福祉力が弱くなり、地域生活課題が深刻化してきている現状において、感染症

対策と活動制限のバランスを取りつつ、住民主体による共に支えあう地域づくりのため、地

域活動やボランティア活動を支援するとともに、多種多様な活動につながるように学習機会

を提供する。また、福祉専門職として地域生活支援・課題解決が円滑に進むように、法人内部

の事業間・部門間で効率よく連携できるように適切な情報共有を行う。 

総合相談 

１ 弁護士相談  奇数月に１回（第４木曜） 年間  ６回 開催予定 

２ 司法書士相談  毎月２回（第２・３水曜） 年間 ２４回 開催予定 

３ 理学療法士相談  毎月１回（第２木曜）  年間 １２回 開催予定 

個を地域で支える援助 

１ ひとり暮らし高齢者安心事業（委託先：つるぎ町） 

２ みんなに安心お届け事業 

３ 生活困窮者自立支援事業（受託先：徳島県） 

４ 顔なじみ見守りネットワーク事業 

５ 安心カプセル配布事業 

６ スポーツ・レクリエーション教室開催等事業（受託先：つるぎ町） 

７ 家族介護者交流事業（受託先：つるぎ町） 

地域福祉活動推進部門 
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個を支える地域をつくる援助 

１ いきいきサロンの支援・拡充 

２ 地域懇談会及びふれあい給食会（配食含む）の開催支援と資金助成 

★３ 第３期地域福祉活動計画の見直しと第 4 期地域福祉活動計画の策定と推進 

行政が策定する「地域福祉計画」と連動した計画となるよう、町福祉課と連携して 

住民の声を拾い、地域住民の暮らしに身近な活動計画を策定・推進する。 

４ 福祉推進委員との連絡調整及び地区会活動助成金の支給 

ボランティアセンター事業 

１ ボランティアをしたい方と、ボランティアのサポートを求めている方をコーディ 

ネート（つなぐ）したり、ボランティア活動に関する情報の収集・提供を行う。 

２ 各種養成講座、講演会、福祉教育を通した啓発活動を実施し、ボランティア活動の 

活性化並びに、裾野拡大を図る。 

団体活動への助成事業 

１ 団体への助成（財源：社会福祉基金事業） 

２ 団体等への助成（財源：善意銀行） 

生活支援 

１ 日常生活自立支援事業（受託先：徳島県社会福祉協議会） 

２ 福祉用具・運動用具・車両の貸与事業 

３ チャイルドシート貸出事業 

４ 点字・声の広報等発行事業（受託先：つるぎ町） 
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個人への資金援助 

１ 生活福祉資金貸付事務事業（受託先：徳島県社会福祉協議会） 

★２ 生活困窮者一時立替金（財源：社会福祉基金） 

生活状況を確認する事で困窮の要因となった生活課題を発見し、関係機関等と協議 

しながら解決に向け支援を行う。また、徴収不能者には適正な対応を検討する。 

３ 災害等被災見舞金（財源：社会福祉基金） 

４ 小規模災害見舞金の交付（財源：善意銀行） 

５ 日常生活用具貸与料金等助成（財源：善意銀行） 

 

  

地域生活課題は複合的 

かつ混在している 

高 齢 

 

生活困窮 

 

障がい 児童・子育て 
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部門の使命「在宅での生活を継続していけるよう支援する」 

生まれ育った地域で、いつまでも自分らしく暮らしていけるよう、在宅での生活を支援する

サービスを提供することを使命とする。 

重点目標 

セーフティネットの役割として、社協の他の機能を活用した困難ケースへの対応や採算が 

確保できない地域でも最後の砦として介護サービスを担う。また「新型コロナウイルス」等 

への感染防止対策に努め、利用者やその家族の生活を継続できるよう各事業を展開していく。 

介護サービス 

★１ 居宅介護支援事業（ケアマネジャー） 

個別支援を行いながら、地域支援を一体的・統合的に行う取り組みを進める。 

★２ 居宅訪問介護事業（ホームヘルパー） 

リスクマネジメントを徹底する、事故を予防し、サービスの質の向上を行う。 

３ 第一号訪問事業（ホームヘルパー）  

４ 障がい福祉サービス事業（ホームヘルパー） 

５ つるぎ町養育支援訪問事業（ホームヘルパー） 

地域全体における在宅介護の基盤整備 

１ 福祉課題の把握  

２ 在宅福祉サービスの開発 

介護・生活支援サービス部門 


